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１．はじめに

近年，自由貿易協定（FTA）の空白地域とい

われた東アジア地域においても FTAの交渉が

進み，いくつかの FTAが締結されている。そ

もそも，FTAの主たる狙いは，協定を結んだ

国々の間での貿易の促進を図り，協定を結んだ

国々の経済活動を活性化することにある。しか

しながら，貿易の自由化は全面的であるか部分

的であるかを問わず，協定締結当該国の国内に

必ず協定によって利益を得るグループとそうで

ないグループを発生させる。そのため，FTA

の締結にあたっては，協定締結による当該国の

利益が全体でどのくらいあるのかという問題と

同時に，どのグループ，例えば産業や地域ごと

に，どのくらいの利益や損失が生じるのかにつ

いて事前にその効果を予測し検討することが重

要である。

本研究では，わが国の FTA締結が関西地域

にどのような影響をもたらすのか，関西地域の

個々の商品の輸出入に与える効果を予測し検討

を行なう１。関西地域を分析対象として取り上

げたのは，以下の３つの理由による。第１は，

関西の主要な港である，大阪港，神戸港及び関

西空港の貿易相手地域を日本全体と比較する

と，アジア地域が占める割合が高く，貿易面か

ら見て東アジアにおける FTA締結の影響を全

国よりも強く受けると考えられるからであ

る２。第２は，東アジアにおける FTA締結で最
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要 旨

本研究は，東アジアにおける自由貿易協定の締結が関西地域の輸出入に与える効果を予測してい
る。効果予測の方法は，以下の通りである。第１は，東アジアにおいて FTAが締結された場合にわが
国の輸出入がどのように変化するのかを予測した先行研究をサーベイし，国レベルでの輸出入の変化に
ついて整理する。第２に，関西地域とわが国の国レベルでの輸出入に関して商品ごとに連動モデルを推
計する。最後に，先行研究より得た国レベルでの輸出入の変化をもとに関西地域の輸出入の変化につい
て効果予測を行なう。予測の結果は，FTAの締結は関西地域の全体として輸出及び輸入を拡大させ，
輸出入の差である地域の貿易黒字も拡大させるという結果となった。
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も強く影響を受けると予想される製造業が，関

西地域は，域内総生産で見ても就業者数で見て

も全国比シェアが相対的に高く３，産業構造面

から見ても FTA締結によって強く影響を受け

ると考えられるからである。第３は，関西地域

は，関東地域や中部地域に比べ，域内総生産の

成長率が低く４，相対的に経済が停滞した地域

であり，このような地域にとって FTA締結が

一つの地域経済活性化の手段と成り得るのか否

かは，全国レベルでの FTA締結の効果を予測

することと同様に重要であると考えたからであ

る。もちろん，関西地域は東京を中心とした関

東地域や名古屋を中心とした中部地域と並ん

で，一つの大きな経済圏を形成しており，その

域内総生産額は２００３年には８２．２兆円に達してお

り，カナダ一国よりは小さいが，スペインやメ

キシコ一国の総生産に匹敵する規模である。こ

のような経済規模を持った関西地域における

FTA締結の効果を予測することは，特定の産

業に集中した狭い地域が FTA締結によって受

ける効果，言い換えれば特定の産業に与える

FTA締結の効果を予測するといった性格のも

のではないことも，その分析結果を解釈するう

えで注意しなければならない点である。

地域経済に対する FTA締結の効果を予測す

ることは，一国全体での FTA締結を含む多く

の経済政策の効果の予測と同様に難しい。さら

に関西という一地域に生じる効果を測定するこ

とは，FTAの締結が当該地域に直接与える効

果と，FTAの締結が国レベルでの経済に与え

る効果からの波及効果の双方を予測することが

必要となる。この二つの効果を予測するために

は，一国の経済構造だけでなく当該地域と国内

の他の地域あるいは国全体の経済との連動関係

について分析することが必要となり，効果の正

確な予測をより困難なものとすると考えられ

る。以上のような技術的な問題に加え，地域経

済の経済構造を分析するにあたっては，経済統

計データの不備や速報性の無さと言った様々な

問題も存在している。

以上のような問題に対処するため，本研究で

は以下のような接近方法を用いる。まず，わが

国の輸出入に関して東アジアにおける FTA締

結がどのような効果を与えるのか，いくつかの

先行研究によるシミュレーション結果を整理す

る。次に，地域に関するデータとして比較的整

備されている商品別輸出入額のデータをもと

に，関西と全国の輸出入の連動関係を推計す

る。最後に，推計された連動関係の推計結果と

先行研究による FTA締結のシミュレーション

結果を利用して，全国レベルでの輸出入の変化

から関西地域の輸出入の変化を予測する。この

ような接近方法は，関西全体のマクロ経済構造

に関して応用一般均衡モデル等を用いて記述す

ることなく，関西の輸出入の変化をシミュレー

トすることを可能とする一種の簡便法であると

考えられる。

本研究の構成は，以下の通りである。次節で

FTA締結によるわが国の輸出入の変化につい

てサーベイを行ない，産業別の輸出入に関して

分析を行なっている文献について検討する。続

いて第３節では，日本全体と関西の商品別輸出

入の連動関係について分布ラグ・モデルを仮定

し推計する。第２節と第３節の結果をもとに第

４節では，FTA締結により関西の商品別の輸

出入がどのように変化するのか，全国の結果と

比較しながら検討を行なう。最後に第５節で

は，分析結果をまとめ，今後の検討課題につい

ても検討する。

２．FTA締結によるわが国の輸出入の変化に

関する文献サーベイ

東アジアやその他の地域との FTAが締結さ

れた場合の経済効果については，数多くの研究

が行なわれている。分析対象国・地域で見る
３ 関西社会経済研究所（２００５），１７２ページ参照。
４ 関西社会経済研究所（２００５），１７７ページ参照。
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と，東アジアにおける多国間の関係を対象とし

た先行研究は，Brown, Deardroff and Stern（１９９６，

２００１，２００３），伴 他（１９９８），堤・清田（２００２），

中 島（２００３），Kawasaki（２００３），堤（２００４a，

２００４b），清水（２００５b），Ando and Urata（２００５）

などがある。また，日本と韓国の FTAを分析

対象としたものには，中島・權（２００１），中島

（２００２），McKibbin, Lee, and Cheong（２００２）が

あり，日本・中国・韓国については，清水

（２００５a），Shimizu（２００５）により分析されて

いる。分析に用いられた手法について言えば，

Global Trade Analysis Project（以下 GTAP）モデ

ルを用いた応用一般均衡モデル（CGEモデ

ル）による分析が多く見られる。また，GTAP

モデルではない CGEモデルによる分析には，

Brown, Deardorff and Stern（１９９６，２００１，

２００３）によるMichiganモデルがある。その他

では，マクロ計量モデルによる分析も清水（２００５

ab），Shimizu（２００５）により行なわれている。

これらの文献について，対象としている FTA

対象国，分析に用いられたモデル，その他の特

徴についてまとめたものが表１である５。

これらの文献の中で，わが国の産業別の輸出

入の変動について分析を行なっている先行研究

は，Ando and Urata（２００５），Brown, Deardorff and

Stern（１９９６），および堤・清田（２００２）の三研

究である６。

Ando and Urata（２００５）では，ASEAN＋３

（日本・中国・韓国）において FTAが締結さ

れた場合の効果について，わが国の輸入と輸出

の変化についてシミュレーションを行なってい

る。表２が彼らの結果をまとめたものである。

輸出が大きく増加する産業は，Natural resources

が１５９．８％のプラス，さらに Textile and apparel

（８８．９％），Agriculture and food（２０．３％），Wood

and paper products（１８．５％），Metal products

（１６．８％）という順になっている。また輸出が

減少する産業としては，Electronic machineryの

結果が－２．０％となっている。輸入が増加する

産業は，Textile and apparel（３１．９％），Agriculture

and food（２０．１％）， Other manufacturing

（１４．９％）の順になっており，他の産業もすべ

て増加するという結果となっている。

Brown, Deardorff and Stern（１９９６）では，日

本・韓国・台湾・シンガポールから構成される

EATB（East Asian trading bloc）という形の FTA

が締結された場合に実施されると考えられる関

税撤廃や非関税障壁削減の産業別効果について

シミュレーションを行なっている。シミュレー

ション結果は表３に引用した通りである。輸出

に お け る 特 徴 的 な 結 果 は，Footwear

（－１．８％）と Printing, publishing（－０．２％）

に減少が見られることである。これら以外の産

業では，輸出はすべて増加しており，特に

Petroleum productsは１２％上昇する。輸入につ

いては，すべて増加しており，特に Footwear

（３０．７％），Clothing（１７．８％）の増加率が高

い。産業全体としてみると，輸出が２．１％，輸

入が３．３％であることから，FTA締結によって

関税撤廃や非関税障壁削減が実施されれば，相

対的に輸入が増加するであろうという予測結果

となっている。

堤・清田（２００２）では，FTAを締結する国

の組み合わせによって，９通りの FTA締結の

シナリオ（Sim1b～Sim9b）を想定し，わが国

の財別輸出量の変化を予測している。表４が，

彼らのシミュレーション結果である。彼らのシ

ナリオを比較する上で特徴的な結果としては，

繊維・アパレルが，Sim5b（日本・シンガポー

ル・韓 国・ASEAN4・中 国（香 港 含 む））で

１０３．０２％，Sim9b（日本・中国（香港含む））

５ この他にも農産物に関してのシミュレーションとし
て，木下・永田（２００５），狩野（２００５），安（２００５），中
本（２００５），安達（２００５），図師（２００５），川崎（２００５）
など，鈴木（２００５）に所収の論文がある。

６ Kawasaki（２００３）は FTA締結による各産業別の生産
への効果を分析しているが，本研究で分析対象とし
ている貿易額の変化については報告がなされていな
いため，先行研究には含めていない。
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入
関
税
を
１０
％
減
少

４
）
製
造
業
の
輸
入
関
税
を
１０
％
減
少

中
島
（
２０
０３
）

東
ア
ジ
ア
１０
カ
国
・
地
域
内
FT
A

G
T
A
P
モ
デ
ル

G
T
A
P
da
ta
ba
se
V
er
．５

（
基
準
年
１９
９７
年
）

１０
国
／
地
域

１９
部
門

静
学
モ
デ
ル

農
業
部
門
を
中
心
に
FT
A
に
よ
る
関
税
，
輸
入
数
量
制
限
等
の
撤
廃
が
も
た

ら
す
短
期
的
影
響
の
分
析

１
）
東
ア
ジ
ア
１０
カ
国
・
地
域
内
で
関
税
の
完
全
撤
廃
が
行
な
わ
れ
た
場
合

２
）
米
を
日
本
の
関
税
撤
廃
の
対
象
外
と
し
た
場
合

３
）
関
税
撤
廃
を
行
な
っ
た
上
で
，
米
部
門
に
対
す
る
生
産
補
助
金
の
支
給

を
想
定
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表
１
（
続
き
）

論
文

分
析
対
象
国
・
地
域

分
析
モ
デ
ル

国
／
地
域
・
部
門

手
法

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
特
徴

B
ro
w
n,
D
ea
rd
or
ff
an
d
St
er
n

（
２０
０３
）

１
．A
PE
C

２
．A
SE
A
N
・
中
国
（
香
港
）
・
日
本
・
韓
国

３
．日
本
・
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

４
．日
本
・
韓
国

M
ic
hi
ga
n
モ
デ
ル

G
T
A
P
da
ta
ba
se
V
er
．４

（
基
準
年
１９
９５
年
）

２０
国
／
地
域

１８
部
門

静
学
モ
デ
ル

農
業
・
製
造
・
サ
ー
ビ
ス
部
門
の
関
税
撤
廃

K
aw
as
ak
i（
２０
０３
）

日
本
と
中
国
・
韓
国

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
マ
レ
ー
シ
ア
・
フ
ィ
リ
ピ
ン
・
タ
イ
の

二
国
間
FT
A

G
T
A
P
モ
デ
ル

G
T
A
P
da
ta
ba
se
V
er
．５

（
基
準
年
１９
９７
年
）

２３
国
／
地
域

１６
部
門

静
学
モ
デ
ル

財
の
輸
入
制
限
解
除
の
影
響

（
サ
ー
ビ
ス
部
門
の
貿
易
自
由
化
は
含
ま
れ
な
い
）

関
税
撤
廃
を
含
む
貿
易
自
由
化
の
測
定

堤
（
２０
０４
a）

１
．日
本
・
韓
国

２
．日
本
・
韓
国
・
中
国
・
中
国
香
港

３
．日
本
・
韓
国
・
A
SE
A
N

４
．日
本
・
韓
国
・
中
国
・
中
国
香
港
・
A
SE
A
N

５
．中
国
・
中
国
香
港
・
韓
国

６
．中
国
・
中
国
香
港
・
韓
国
・
A
SE
A
N

G
T
A
P
モ
デ
ル

V
er
．６
．１

G
T
A
P
da
ta
ba
se
V
er
．５

（
基
準
年
１９
９７
年
）

２０
国
／
地
域

２１
部
門

静
学
モ
デ
ル

１
）
G
D
P
成
長
率
の
変
化

２
）
産
業
別
成
長
率
の
変
化
・
産
業
別
生
産
額
と
シ
ェ
ア

堤
（
２０
０４
b）

１
．日
本
・
韓
国
・
中
国
・
中
国
香
港

２
． 日
本
・
韓
国
・
A
SE
A
N

３
．日
本
・
韓
国
・
中
国
・
中
国
香
港
・
A
SE
A
N

４
．中
国
・
中
国
香
港
・
韓
国
・
A
SE
A
N

G
T
A
P
モ
デ
ル

V
er
．６
．１

G
T
A
P
da
ta
ba
se
V
er
．５

（
基
準
年
１９
９７
年
）

２０
国
／
地
域

２１
部
門

静
学
モ
デ
ル

１
）
G
D
P
成
長
率
の
変
化

２
）
A
SE
A
N
諸
国
の
産
業
別
生
産
変
化
率
の
変
化

３
）
２０
１０
年
に
お
け
る
生
産
の
地
域
間
代
替

清
水
（
２０
０５
a）

１
．日
本
・
中
国
・
韓
国

２
．日
本
・
中
国
・
韓
国
＋
A
SE
A
N
4

JE
T
R
O
−
W
E
IS
世
界
経

済
計
量
モ
デ
ル

動
学
モ
デ
ル

B
as
el
in
e
演
算
（
計
測
期
間
：
２０
０４
年
～
２０
１０
年
）

分
析
対
象
を
商
品
貿
易
に
関
す
る
関
税
障
壁
に
限
定

清
水
（
２０
０５
b）

東
ア
ジ
ア
FT
A

世
界
経
済
計
量
モ
デ
ル

動
学
モ
デ
ル

B
as
el
in
e
演
算
（
計
測
期
間
：
２０
０４
年
～
２０
１０
年
）

分
析
対
象
を
商
品
貿
易
に
関
す
る
関
税
障
壁
に
限
定

A
nd
o
an
d
U
ra
ta
（
２０
０５
）

１
．A
SE
A
N

２
．A
SE
A
N
・
中
国

３
．A
SE
A
N
・
日
本

４
．A
SE
A
N
・
韓
国

５
．A
SE
A
N
・
中
国
・
日
本

６
．A
SE
A
N
・
中
国
・
韓
国

７
．A
SE
A
N
・
日
本
・
韓
国

８
．A
SE
A
N
・
日
本
・
韓
国
・
中
国

G
T
A
P
モ
デ
ル

G
T
A
P
da
ta
ba
se
V
er
．６

（
基
準
年
２０
０１
年
）

１５
国
／
地
域

１５
部
門

静
学
モ
デ
ル

１
）
貿
易
自
由
化

２
）
資
本
蓄
積

３
）
様
々
な
円
滑
化
措
置
・
制
度
的
な
強
調

（
輸
入
増
加
の
技
術
変
化
）

Sh
im
iz
u（
２０
０５
）

１
．日
本
・
中
国

２
．A
SE
A
N
・
日
本
・
中
国
・
韓
国

JE
T
R
O
−
W
E
IS
世
界
経

済
計
量
モ
デ
ル

動
学
モ
デ
ル

B
as
el
in
e
演
算
（
計
測
期
間
２０
０４
年
～
２０
１０
年
）

分
析
対
象
を
商
品
貿
易
に
関
す
る
関
税
障
壁
に
限
定
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で１９２．３７％の大幅な拡大となっている点や，輸

送用機器が，Sim5bで１４．２１％，Sim9bで１２．２１％

のプラスになっている点などが指摘できる。彼

らの論文に輸出の変化に関する結果しかレポー

トされていない。これらのシナリオのもとで輸

入に対して，どのような方向にどのような変化

が生じるのかについて結果が示されていないの

が残念である。

３．日本全体の輸出入と関西の輸出入の連動モ

デルの推定

わが国全体での商品別の輸出入の変化から関

西地域の商品別輸出入の変化を予測するために

本研究では全国の輸出入を外生変数と考え，関

西地域の商品別の輸出入を予測するモデルを推

計する。輸出入の季節変動のみを考慮した単純

なモデルは，以下のようになる。

lnKit �ci ��i ln Zit ��
j�111 �ij Djt �uit�

ここで，i 商品の t 時点での関西の輸入（輸

出）を Kit，全国の輸入（輸出）を Zit とする。

上記の式からも分かるように，本研究では対数

線形モデルと用いてこのモデルを推計する。ま

た，説明変数として季節変動を除去するため月

次のダミー変数 Djt を追加している。D1�t が１
月，D2�t が２月，���D11�t が１１月の月次ダミー
で，それぞれ該当する月のみ１，その他の月は

表２ Effects of ASEAN＋３ FTA on trade in ASEAN＋３
（Changes in volume in millions US＄）

Japan Exports Imports Trade balance

Changes ％ Changes ％ Changes

Agriculture and food ７１７ ２０．３ ８，６８６ ２０．１ －８，２１１

Natural resources ４４５ １５９．８ ８１１ １．６ －５９５

Textile and apparel ８，５５５ ８８．９ ７，９３７ ３１．９ １，０１７

Wood and paper products ５８３ １８．５ １，１７７ ６．８ －４７９

Chemical products ５，５９５ １１．２ ２，３１２ ５．５ ３，９６１

Metal products ４，６１４ １６．８ １，２８９ ７．３ ３，７７７

Machinery ８，５２８ ７．２ ３，２２５ ７．５ ７，１１７

Electronic machinery －１，９２３ －２．０ ４，９２３ ８．７ －５，２４７

Transport equipment ３，４６８ ３．６ ９７０ ６．６ ３，９０５

Other manufacturing ４３０ ４．８ ２，４７８ １４．９ －１，８３８

Trade －３３９ －４．５ ４８８ ３．４ －７０１

Construction －１９５ －４．７ １８３ ４．１ －３０６

Transport and communication －１６１ －０．４ ８７２ ３．４ －４２２

Public services －１０７ －６．６ １９７ ３．８ －２６２

Other services －８０１ －５．５ １，２５０ ３．６ －１，７５０

Total ２９，３７５ ６．１ ３６，７９７ ８．９ －３５

Note： changes in volumes of exports and imports are evaluated at FOB and CIF prices.

（出所）Ando and Urata（２００５）より筆者作成
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０を取る変数である。この単純なモデルを拡張

し，全国の輸入（輸出）のリーズ（Ｎ期）及び

ラグ（Ｍ期）構造を持ったモデル：

lnKi �ci � �
j��MN �ij lnZi�t�j ��

j�111 �ijDjt �uit�
を推計した。リーズとラグのオーダーの選択に

つ い て は，Schwarzの ベ イ ズ 情 報 量 基 準

（SBIC）によってモデルの選択を行った。選

択されたモデルの推定結果にダービン・ワトソ

ン比がゼロに近いものがあったため，誤差項に

１階の系列相関を仮定したモデルについても同

様に SBICを用いてリーズとラグを選択した。

誤差項に１階の系列相関を仮定しない通常の回

帰モデルと誤差項に１階の系列相関を仮定した

モデルの間の選択には，自己回帰係数の推定値

の t 値が有意水準５％で有意ならば系列相関を

仮定したモデル，有意でない場合には通常のモ

デルを最終的に選択されたモデルとした。

推計に用いたデータは，全国の輸出入に関し

ては，日経 NEEDSデータベースに収録されて

いる主要商品の輸出・主要商品の輸入データを

用いた。関西の輸出入に関するデータは，大阪

税関の貿易統計資料に掲載されている近畿圏輸

出品別・近畿圏輸入品別の輸出入額を用いた。

データの期間は，全国，関西の輸出入ともに，

１９９９年から２００５年の月次データである。リーズ

表３ Sectoral Effect on Japan of East Asian Bilateral Tariff Elimination and NTB Reduction
（Percent change）

Sector Exports Imports

Agriculture ７．４ ２．７
Food ８．４ ７．６
Textiles ２．９ ７．１
Clothing ０．４ １７．８
Leather products ７．７ ４．６
Footwear －１．８ ３０．７
Wood products ８．２ １．５
Furniture, fixtures ３．９ ４．９
Paper products ２．８ １．３
Printing, publishing －０．２ １．３
Chemicals ４．５ １．９
Petroleum products １２．６ ０．５
Rubber products ０．６ ２．６
Nonmetal mineral products ４．１ １．７
Glass products ５．２ ３．４
Iron, steel ５．０ ５．４
Nonferrous metals ４．８ １．１
Metal products ３．１ ３．９
Nonelectrical machinery ３．７ ０．９
Electrical machinery １．６ ２．９
Transport equipment ０．７ ０．９
Miscellaneous manufactures ０．９ ３．１
Mining, Quarrying ０．７ ０．８

Total ２．１ ３．３

（出所）Brown, Deardorff and Stern（１９９６）
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表
４
日
本
の
財
別
輸
出
量
の
変
化 Si
m
1b

Si
m
2b

Si
m
3b

Si
m
4b

Si
m
5b

Si
m
6b

Si
m
7b

Si
m
8b

Si
m
9b

農
林
水
産
業

０
．０
１

０
．０
５

－
０
．０
１

－
０
．０
１

１８
．６

１６
．７
２

－
７
．７
９

－
７
．３
４

２
．６
８

鉱
業

－
０
．０
６

０
．０
４

１
．０
４

１
．０
４

－
２
．８
４

４
．９
３

－
２
．８
６

－
３
．０
３

－
６
．１
５

食
品
加
工
業

０
．１
６

－
０
．１
６

－
０
．５
４

－
０
．５
４

１
．０
２

８
．６
６

－
４
．６
８

－
４
．６
８

－
４
．５
２

繊
維
・
ア
パ
レ
ル

－
０
．０
５

－
０
．３
３

２
．５
６

２
．５
６

１０
３
．０
２

－
１８
．３
０

－
１
．５
９

－
１
．６
７

１９
２
．３
７

木
・
紙
製
品

０
．０
６

－
０
．０
８

１
．３
３

１
．３
３

１７
．０
６

１
．７
６

－
３
．３
０

－
３
．４
５

８
．０
１

石
油
化
学

０
．２
２

０
．２
４

２
．８
６

２
．８
６

９
．８
９

０
．１
１

－
０
．０
５

－
０
．１
７

０
．３
５

鉄
鋼

－
０
．１
５

－
０
．０
４

３
．２
１

３
．２
１

１２
．０
９

１
．１
７

４
．１
３

３
．９
６

－
２
．２
２

輸
送
用
機
器

０
．７
７

１
．１
４

－
０
．７
５

－
０
．７
５

１４
．２
１

－
１
．０
６

１５
．７
４

１５
．４
０

１２
．２
１

電
気
機
械

０
．１
６

０
．０
３

－
０
．７
２

－
０
．７
２

－
２
．３
５

－
２
．１
２

０
．７
４

０
．５
７

０
．１
２

一
般
機
械

－
０
．１
３

０
．１
８

２
．１
９

２
．１
９

２
．５
９

０
．１
９

０
．８
４

０
．６
８

－
２
．９
２

そ
の
他
製
造

０
．０
０

０
．５
４

１
．６
５

１
．６
５

２
．８
４

－
６
．７
９

０
．４
３

０
．２
６

１０
．８
０

電
気
・
ガ
ス
・
水
道

－
０
．０
７

－
０
．４
０

－
１
．５
２

－
１
．５
２

－
２
．６
２

１５
．０
９

－
２
．２
３

－
２
．４
２

－
９
．１
５

建
設

－
０
．１
３

－
０
．４
８

－
２
．０
７

－
２
．０
７

－
９
．９
７

２
．３
０

－
３
．８
３

－
４
．０
１

－
１１
．７
７

輸
送
・
卸

－
０
．２
３

－
０
．５
７

－
１
．５
０

－
１
．５
０

－
６
．１
３

４
．１
６

－
２
．８
５

－
２
．９
５

－
６
．０
０

民
間
サ
ー
ビ
ス

０
．５
３

０
．２
８

０
．０
４

０
．０
４

－
４
．５
０

５
．１
３

－
１
．６
０

－
１
．７
７

－
７
．７
４

政
府
・
非
営
利
サ
ー
ビ
ス

０
．０
１

－
０
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とラグの選択については，リーズの最大値およ

びラグの最大値を１２，最小値はリーズもラグも

存在しない N＝M＝０の範囲よりモデル選択

を行なった。これらの手続きにより最も良いモ

デルを選択した。

わが国全体での FTA締結の効果を産業別に

分析した先行研究は，すべて CGEモデルを用

いたシミュレーションであった。CGEモデル

では，一般に時間概念がなく，政策変更による

初期の均衡解から政策変更後の均衡解の差を政

策の効果とみなす比較静学的接近方法を取って

いる。言い換えれば CGEモデルによって予測

された効果は長期の効果であり，本研究で推計

された全国と関西の輸出入の連動モデルにおけ

る分布ラグ・モデルの個々の係数の推定値は重

要ではない。シミュレーションに必要なもの

は，長期の効果であり，分布ラグ・モデルの係

数の和：

［i 商品の係数の和］� �
j��M�N� �ij�

である。ここで N�と M�は SBICで選択され

た N と M である。この係数の和，選択された

リーズとラグ，ρ（RHO）の t 値等の推定結果

について，輸入に関しては表５に，輸出に関し

ては表６にまとめている。

４．FTA締結と関西地域の商品別輸出入の変

化

２節での FTA締結のわが国全体の産業別輸

出入の変化に関するシミュレーションのサーベ

イ結果と３節で推計した全国と関西の商品別の

輸出入連動モデルの推計結果をもとに，この節

では関西地域における輸入と輸出の変化につい

てそれぞれ効果の予測を行なう７。

４．１ 商品別輸入の変化の予測

輸入に関する予測では，日本全体の輸入の変

化に関するシミュレーション結果として，Ando

and Urata（２００５）と Brown, Deardorff and Stern

（１９９６）の分析結果を用いて関西地域の輸出入

の変化について検討する。

Ando and Urata（２００５）は ASEAN＋３につい

てシミュレーションを行なっている。３節で推

計した商品別の連動モデルで Ando and Urata

（２００５）の推計結果を対応させることのできる

商品は，化学製品，一般機械，電気機器および

輸送用機器の４商品である。Ando and Urata

（２００５）によるシミュレーション結果と関西地

域の変化の予測を図示した図１によれば，全国

の輸入は，電気機器，一般機械，輸送用機器，

化学製品の順に，８．７～５．５％の伸びを示してい

る。この結果に連動して，一般機械，電気機器

及び化学製品では関西の輸入も増加すると予測

される。この中でも，一般機械は，全国の増加

率よりも関西の輸出の伸びが高いことを示して

いる。化学製品と電気機器では全国よりも伸び

率が低い結果となったが，全国に比べ１％弱低

い程度である。一方，輸送用機器に関しては全

国の輸入が６．６％増加するにも関わらず，関西

の輸入は－０．４０％とマイナスになると予測され

ている。

Brown, Deardorff and Stern（１９９６）では EATB

が結成された場合について産業別の輸入量の変

化についてシミュレーションを行なっている

が，商品別の連動モデルで対応するのは９商品

であった。Brown, Deardorff and Stern（１９９６）

の結果と関西地域の伸びの予測を図示したもの

が図２である。全国の輸入は９商品すべてで輸

入が増加するという結果であるが，関西地域で

７ 脚注１でも述べたことであるが，本研究で分析した
連動モデルは商品別の輸出入連動モデルである。こ
れに対して先行研究では産業別のシミュレーション
を報告している。厳密には商品分類と産業分類は対

応していないが，本研究では，先行研究の産業別の
輸出入の変化が，ほぼ同一あるいは非常に近い商品
の輸出入にも同様に起こると想定し関西地域におけ
る輸出入の変化を予測している。

March 200８ － 215 －東アジアにおける自由貿易協定と関西地域の貿易



　

表５ 推計結果：輸入

係数の和 lag lead RHO t値 Adjusted R2 SBIC DW

食料品 ０．８０７ ０ １ ２．２２９ ０．８９１ －９９．３４５ ２．１４０

魚介類 ０．８０８ ０ ０ － ０．９２５ －８２．９１８ １．５３８

肉類 １．０１３ ０ ０ ５．６４１ ０．９２９ －８９．５９７ ２．１３２

野菜 １．１１７ ０ ０ ３．７４４ ０．９００ －７５．２３２ ２．２５０

果実 ０．８４８ ０ ０ － ０．９５１ －８８．６５９ １．５８３

原料品 ０．７２２ ２ ０ ３．０３９ ０．６５３ －６４．７５６ ２．２８０

木材 ０．６９３ ９ ０ －２．５１６ ０．８５４ －６６．６１８ １．８５６

非鉄金属鉱 １．５４５ ５ ２ －２．１４１ ０．７４７ １６．５５２ ２．０１２

鉄鉱石 ０．５３１ １ ０ －３．６０７ ０．１８９ －６．５９５ １．６４３

鉱物性燃料 ０．５３９ ０ １ ５．３００ ０．５８５ －４１．８３８ ２．２４５

原油および祖油 ０．６３６ ０ ０ ２．７７８ ０．３６４ －８．９８４ ２．１４９

石油製品 ０．５７９ ０ ０ ３．４８５ ０．３６９ ３４．８３７ ２．３３０

液化天然ガス ０．７２１ ０ ０ ３．４０２ ０．３３８ －２３．１１３ ２．０７３

液化石油ガス ０．８１１ ０ ０ －２．１６１ ０．２７５ ３２．２４１ ２．１０５

石炭 １．１５３ ０ ０ － ０．７５２ －９．６０９ ２．２８２

化学製品 ０．９３５ １ ０ ２．５２１ ０．９０６ －８３．１９０ １．８８２

有機化合物 ０．９９９ ３ １ － ０．７８５ －５０．５４９ ２．０９０

医薬品 ０．９４８ ０ ０ － ０．７７７ －３８．５８４ １．７４２

鉄鋼 １．００２ ０ ０ ２．０２６ ０．９４５ －５９．３１５ ２．０４４

非金属鉱物製品 ０．７１７ ０ ２ － ０．７７０ －５５．３４３ ２．２４２

木製品等（除家具） １．２８４ ０ ２ － ０．８５６ －６８．７２６ １．８３４

半導体等電子部品 ０．８２４ ０ ０ １８．３９２ ０．８４５ －５３．９３７ １．９５１

音響映像機器（含部品） １．１５０ ６ ０ ９．６１９ ０．９６６ －７６．１６２ １．８１３

通信機 １．２００ １ １ ４．４５１ ０．７８６ －５．１２９ ２．１５６

自動車 －５．８９６ ０ ４ ２．１６０ ０．６９０ ３５．４０５ ２．１１７

科学光学機器 ０．３９９ １ ０ ３．１５６ ０．４９４ －５３．６１２ ２．１６５

衣類および同付属品 ０．８９１ ２ ０ １５．４８９ ０．９９５ －１４２．４０７ ２．４６０

家具 ０．９７８ ０ ０ － ０．９６２ －１１０．１７９ １．７３０

バッグ類 ０．３２４ ４ ０ － ０．９０６ －７９．７８１ １．５５５

一般機械 １．２３６ ０ ０ １２．７５０ ０．８７５ －６１．１８８ ２．４４９

電気機器 ０．９０１ １ １ ２３．０１３ ０．９３２ －９５．８６１ １．７４９

輸送機器 －０．０６１ ０ ０ － ０．０７７ １０．５８５ ２．１８２

家電機器 １．１２４ ０ ０ ２７．３１５ ０．９４２ －６１．６８６ １．６２６

※商品分類は，国際統一商品分類（HS）に準拠した「輸出入統計品目表」及び「標準国際貿易商品分類」（SITC
分類），日本標準産業分類などを参考に作成された「外国貿易概況品目分類基準表」による。（出典：財務省外
国貿易概況）
※係数は，ラグ・リードがある場合，係数の合計である。
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表６ 推計結果：輸出

係数の和 lag lead RHO t値 Adjusted R2 SBIC DW

食料品 ０．３９５ ０ ０ － ０．５４７ －２７．９３５ １．７２１

化学製品 ０．９９９ ０ ０ ３．１８７ ０．９５７ －１０３．６２８ １．９９６

有機化合物 ０．５０７ ２ ３ ４．８７４ ０．７４７ －５０．９３９ ２．０９５

人造プラスチック １．２５１ ２ ４ － ０．９８８ －１１８．２５９ １．８３１

鉄鋼 ０．８８４ ０ ０ － ０．９６１ －９２．７３０ １．６９３

非鉄金属 １．６６３ ０ １ ６．８５０ ０．８５１ －４７．２１２ ２．４２２

金属製品 ０．７４１ ０ ０ ５．５５５ ０．９０９ －９０．９１６ ２．１６４

紙類・同製品 １．２３０ ０ ０ ３．３２２ ０．７９３ －７０．０３９ ２．１２０

原動機 ０．９３０ ０ ０ ３．３３１ ０．３７４ －６．５７２ ２．１３１

金属加工機 ０．９７８ ０ ０ ３．５７０ ０．６９３ －１５．５６７ ２．１１０

ポンプ・遠心分離機 ０．７８４ ３ ０ ５．００２ ０．８４６ －５６．３８３ ２．１８７

建設用・鉱山用機械 １．０７６ ０ ０ － ０．９７４ －６９．４１２ ２．０９４

荷役機械 １．０５２ ２ ３ ２．３２３ ０．９１９ －５０．０９６ ２．１２０

加熱用・冷却用機器 ０．９５５ ０ ０ ４．７３６ ０．７５２ －１７．９９２ ２．３８１

電気機器 １．０３４ ０ １ １６．３９５ ０．９８０ －１２７．２８０ ２．１９１

半導体等電子部品 ０．８５４ ０ ０ １７．３１５ ０．９６２ －１０３．６３３ １．９０５

IC ０．７７４ ０ ０ ２０．９７２ ０．９４７ －７９．０７１ １．７７３

映像機器 ０．７０４ １ ０ － ０．９０６ －５９．８２９ １．５５３

テレビ受像機 ０．８４９ ０ ０ ６．８１７ ０．８６０ －３３．９５５ ２．４７０

音響機器 １．１２１ １０ ０ ４．０２６ ０．９４９ －３５．８４３ ２．０７２

音響・映像機器の部分品 １．０７７ ０ １ ５．８３６ ０．９６５ －５２．２１６ １．９１４

重電機器 ０．８３４ ０ ２ － ０．６５５ －３６．７３０ １．７３３

通信機 ０．８４９ ０ ０ ２９．５５１ ０．８００ ８．５０３ ２．４２７

電気計測機器 ０．５５５ ０ ３ ４．４６４ ０．９０７ －７５．６６６ ２．１１０

自動車 １．４４２ ０ １ ４．５９７ ０．８３５ －３１．３９７ ２．１６９

自動車の部分品・付属品 ０．１５０ ０ ２ ５．７０１ ０．７６２ －７２．０８９ １．９００

二輪自動車 １．７２９ ０ ２ － ０．７８７ １７．１７１ １．５５２

船舶 １．２９４ ０ ０ － ０．１９１ １３８．５６６ ２．４１８

科学光学機器 ０．７５０ ０ ０ ４２．７０２ ０．８８４ －６９．５３８ １．８９８

一般機械 １．１３２ ０ １ ２．３１４ ０．９４７ －９７．０３０ １．９８９

電気機器 １．０１１ ０ １ １４．６０６ ０．９７８ －１２４．０９２ ２．２０７

輸送機器 ０．５７４ ０ ０ － ０．５９８ －３５．７３９ ２．３２９

家電機器 ０．１１０ ０ ２ ９．９４６ ０．７４４ －５６．５１５ ２．０６９

※商品分類は，国際統一商品分類（HS）に準拠した「輸出入統計品目表」及び「標準国際貿易商品分類」（SITC
分類），日本標準産業分類などを参考に作成された「外国貿易概況品目分類基準表」による。（出典：財務省外
国貿易概況）
※係数は，ラグ・リードがある場合，係数の合計である。
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は輸送用機器を除く８商品で，全国レベルとほ

ぼ同じ伸び率を示している。具体的には，関西

地域が全国の伸びを上回るのは，鉄鋼，木製品

等と一般機械の３商品で，石油製品，化学製

品，非金属鉱物製品，電気機器，家具の５商品

では全国の伸びよりも低い結果となっている。

輸送用機器については，前述の予測と同様に，

全国の輸入はプラスであるが，関西の輸入

は－０．０５％のマイナスであると予測されてい

る。

図１

（参考資料）Ando and Urata（２００５）

図２

（参考資料）Brown, Deardorff and Stern（１９９６）
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二つの先行結果をもとにした予測を比較する

と，Ando and Urata（２００５）のシミュレーショ

ン結果が比較的高い伸び率であるのに対して

Brown, Deardorff and Stern（１９９６）では相対的

に伸び率は低く予測されており，その水準は異

なるが関西地域で比較的シェアが高い化学製

品，一般機械及び電気機器においては全国とほ

ぼ同様の輸出の伸びが見込まれるという結果と

なっている。一方で，関西地域では相対的に

シェアが低い輸出用機器では，全国レベルの動

きとは逆に，水準は低いものの輸入が減少する

という結果となった。この他には，Brown,

Deardorff and Stern（１９９６）の結果をもとにした

予測で，特に鉄鋼，木製品等（除家具）や家具

の輸入が，全国の輸入増と連動して増加するこ

とが特徴的である。

４．２ 商品別輸出の変化の予測

輸出に関する予測では，日本全体の輸出の変

化に関するシミュレーション結果として，Ando

and Urata（２００５），Brown, Deardorff and Stern

（１９９６）及び堤・清田（２００２）の分析結果を利

用する。

Ando and Urata（２００５）では輸入に関する予

測と同様に，ASEAN＋３の FTA締結のシミュ

レーション結果を用いる。商品別の連動モデル

において対応する商品も，輸入の場合と同じ化

学製品，一般機械，電気機器及び輸送用機器の

４商品に金属製品を加えた５商品である。連動

モデルを用いて全国レベルでの変化と関西地域

における変化を比較したものが図３である。

Ando and Urata（２００５）による輸出に関する結

果は，電気機器では輸出が減少し，金属製品，

化学製品，一般機械および輸送用機器に関して

は輸出が増加する。これに対して関西地域の輸

出は，増減に関する変化の方向はすべて全国レ

ベルの変化と同じであるが，一般機械の伸び率

は全国より若干高く，金属製品と輸送用機器で

は，前者では約４％，後者では約２％，全国レ

ベルより変化率が低くなっている。化学製品と

電気機器は，ほぼ同じ変化率である。

Brown, Deardorff and Stern（１９９６）の EATB

におけるシミュレーション結果については，輸

図３

（参考資料）Ando and Urata（２００５）
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入の場合とは異なり商品別の連動モデルが対応

する商品は，化学製品，鉄鋼，非鉄金属，金属

製品，紙類・同製品，一般機械，電気機器及び

輸送機械である。これはわが国の輸出と輸入に

おいて主要商品の分類が異なることによるもの

である。Brown, Deardorff and Stern（１９９６）に

よる全国レベルでの結果と連動モデルによる関

西地域における変化の予測を示したものが図４

である。Brown, Deardorff and Stern（１９９６）の

シミュレーション結果では，全国レベルでこれ

らの商品の輸出はすべて増加し，鉄鋼の５％を

最高に，非鉄金属の４．８％と続く結果となって

いる。これに対して関西地域では，非鉄金属の

輸出が７．９８％と全国レベルの４．８％に比べ大幅

に増加する（全国の輸出に対して１６６％の伸

び）という結果となっているのが特徴的であ

る。この他に，紙類・同製品，一般機械では全

国レベルでの結果より約０．５％高い伸びを示し

ているが，鉄鋼，金属製品や輸送用機器では全

国レベルより低い伸びとなっている。化学製品

と電気機器は，ほぼ全国レベルと同じ伸び率で

ある。

堤・清田（２００２）では FTA締結によるわが

国の貿易の変化について輸出のみの結果しか得

ることが出来ないが，表４に示したように９つ

のシナリオについてシミュレーションをしてい

る。本研究では，この中から，最も包括的な日

本・シンガポール・韓国・ASEAN4（インドネ

シア，マレーシア，フィリピン，タイ）・中国

との FTA締結（Sim6b），東アジアの国を含む

３カ国以上の FTAである，日本・シンガポー

ル・韓国の FTA締結（Sim2b）及び日本・シン

ガポール・韓国・メキシコの FTA（Sim4b）８，

更に今後重要な課題となると予想される日本と

中国の FTA締結（Sim9b）の４つのシナリオを

取り上げる。商品別の連動モデルが対応する商

品は鉄鋼，一般機械，電気機器及び輸送用機器

の４商品である。これらのシナリオの結果と関

西地域の予測を比較し図示したものが，シナリ

オ 順 に，図５（Sim6b），図６（Sim2b），図７

８ 日本・シンガポール・メキシコの FTA（Sim3b）につ
いては日本・シンガポール・韓国・メキシコの FTA
（Sim4b）のシミュレーション結果と輸出の変化は全
く同じであると報告されているため，本研究では後
者のみを取り上げている。

図４

（参考資料）Brown, Deardorff and Stern（１９９６）
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（Sim4b）及び図８（Sim9b）である。

図の縦軸のメモリ幅が，図５と図８が４％，

図６と図７が０．５％であることに注意して，こ

れらの結果を比較すると，図６の日本・シンガ

ポール・韓国の FTA締結（Sim2b）による輸出

の変化は，他のシナリオに比べ小さいことが分

かる。このシナリオにおいて，輸送用機器が全

国レベルに連動して関西地域においても輸出が

増加するが，関西地域の輸送用機器のシェアの

低さを考えれば，それほど重要な違いではない

図５

（参考資料）堤・清田（２００２）

図６

（参考資料）堤・清田（２００２）
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と考えられる。図７の日本・シンガポール・韓

国・メキシコの FTA（Sim4b）というシナリオ

も鉄鋼と一般機械で，関西地域の輸出が２～

３％台の増加となっている。一般機械の変化

は，最も包括的なシナリオである日本・シンガ

ポール・韓国・ASEAN4・中国との FTA締結

（Sim6b）とほぼ同じ増加であるが，鉄鋼は，

後者のシナリオでは１０％以上の増加となってお

り，シナリオによって商品ごとの効果に大きな

違いがあることが分かる。

図７

（参考資料）堤・清田（２００２）

図８

（参考資料）堤・清田（２００２）
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図８と図５及び図７を比較すれば，日本と中

国の FTA締結（Sim9b）というシナリオでは，

鉄鋼と一般機械の輸出が減少し電気機器の輸出

はそれほど変化がないのに対して，図７の日

本・シンガポール・韓国・メキシコの FTA

（Sim4b）や図５の日本・シンガポール・韓

国・ASEAN4・中 国 の FTA締 結（Sim6b）で

は，鉄鋼と一般機械が輸出増となる一方で，関

西経済で特に重要な産業の一つである電気機器

が輸出減になるという特徴的な結果となってい

る。この結果は，単に中国が FTAに参加する

か否かという違いではなく，中国に加えて韓国

や他の国が同時に FTAに参加することによる

複合的な効果であり，全国レベルにおいても関

西地域にとっても，締結される FTAに中国が

どのような国との組み合わせで参加するのかと

いう点が重要であることを示唆する結果であ

る。

４．３ FTAを締結した場合の関西の貿易額の変

化

これまでの分析では，先行研究で行われたシ

ミュレーションをもとに，わが国全体の輸出入

の変化と関西の輸出入の連動関係もとに関西に

おける商品別輸出入の変化率の予測を行なっ

た。推計された連動モデルが対数線形モデルで

あったため，ここまでは商品別の貿易の変化率

について分析を行ってきた。しかしながら，関

西地域に対する FTA締結の効果を見るために

表７ FTA締結による関西の商品別輸入額の変化
■ASEAN＋３ （単位：百万円）

産業別
変化率 輸入額（年平均） FTA締結による変化分 輸入額（年平均） FTA締結による変化分

％ ２００３―２００５ ２００１―２００５

化学製品 ５．１４ ８４，６２０ ４，３４９ ７９，１５４ ４，０６９

一般機械 ９．２７ ７５，４２４ ６，９９２ ６７，５１３ ６，２５８

電気機器 ７．８４ １１３，４４１ ８，８９４ １０６，０３７ ８，３１３

輸送用機器 －０．４０ ８，７１６ －３５ ９，０３２ －３６

■EATB （単位：百万円）

産業別
変化率 輸入額（年平均） FTA締結による変化分 輸入額（年平均） FTA締結による変化分

％ ２００３―２００５ ２００１―２００５

石油製品 ０．２９ ６，９３６ ２０ ６，５９７ １９

化学製品 １．７８ ８４，６２０ １，５０６ ７９，１５４ １，４０９

鉄鋼 ５．４１ １５，１１０ ８１７ １２，４６９ ６７５

非金属鉱物製品 ０．６５ ９，７３０ ６３ ９，２６２ ６０

木製品等（除家具） １．９３ ７，７７６ １５０ ７，４８０ １４４

一般機械 １．１１ ７５，４２４ ８３７ ６７，５１３ ７４９

電気機器 ２．６１ １１３，４４１ ２，９６１ １０６，０３７ ２，７６８

輸送用機器 －０．０５ ８，７１６ －４ ９，０３２ －５

家具 ４．７９ ８，７５３ ４１９ ８，４７３ ４０６
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は，商品別の貿易変化率だけでなく，関西地域

全体での輸出入の変化や貿易収支の変化がどの

ように変化するのかを分析することが重要であ

る。

まず表７では，４．１節でみた輸入の変化につ

いて２００３年から２００５年及び２００１年から２００５年の

各商品の平均輸入額をもとに，FTA締結がど

のような影響を与えるのか金額ベースで検討し

た結果である。次に，表８は表７と同様に Ando

and Urata（２００５）の ASEAN＋３， Brown ,

Deardorff and Stern（１９９６）の EATBのケース

について輸出額の変化について金額ベースで示

したものである。Ando and Urata（２００５）のシ

ナリオである ASEAN＋３のケースと Brown,

Deardorff and Stern（１９９６）のシナリオである

EATBのケースで商品別の連動モデルが対応す

る商品が異なるが，輸入金額では電気機器が一

番多く，続いて化学製品，一般機械の順となっ

ており，輸出では，電器産業に次いで化学製

品，一般機械の順に金額が多いことが表より読

み取れる。関西地域全体での輸出入の総額や貿

易収支の変化に対しては電気機器を筆頭にこれ

らの商品の輸出入が FTA締結によってどのよ

うに変化するのかが重要であることが考えられ

る。

FTAの締結による関西地域における貿易収

支の変化をみるために表７と表８の結果を合計

したものが表９である。輸入と輸出の変化につ

いて予測ができる Ando and Urata（２００５）の

ASEAN＋３のケースと Brown, Deardorff and

Stern（１９９６）の EATBのケースにもとづい

て，関西地域における輸出入の変化分を対応す

る商品のみについて合計し輸出入及び貿易収支

の変化額を求めている。

貿易額に２００３年～２００５年の３年分の平均を取

るのか２００１年～２００５年の５年分の平均を取るの

かは，予測された数値に大きな差は生じない

が，ASEAN＋３のケースと EATBのケースの

表８ FTA締結による関西の商品別輸出額の変化
■ASEAN＋３ （単位：百万円）

産業別
変化率 輸出額（年平均） FTA締結による変化分 輸出額（年平均） FTA締結による変化分
％ ２００３―２００５ ２００１―２００５

化学製品 １１．１９ １１４，３６７ １２，７９８ １０４，２７９ １１，６６９
金属製品 １２．４５ １７，９９３ ２，２４０ １６，６９５ ２，０７９
一般機械 ８．１５ ２４２，４０４ １９，７５６ ２２４，３０８ １８，２８１
電気機器 －２．０２ ３２３，１０９ －６，５２７ ２９５，９７０ －５，９７９
輸送用機器 ２．０７ ５５，１０１ １，１４１ ５２，０４３ １，０７７

■EATB （単位：百万円）

産業別
変化率 輸出額（年平均） FTA締結による変化分 輸出額（年平均） FTA締結による変化分
％ ２００３―２００５ ２００１―２００５

化学製品 ４．５０ １１４，３６７ ５，１４７ １０４，２７９ ４，６９３
鉄鋼 ４．４２ ４８，６７７ ２，１５２ ４３，４２６ １，９１９
非鉄金属 ７．９８ １１，９５９ ９５４ １０，５１９ ８３９
金属製品 ２．３０ １７，９９３ ４１４ １６，６９５ ３８４
紙類・同製品 ３．４４ ７，０２９ ２４２ ６，７４０ ２３２
一般機械 ４．１９ ２４２，４０４ １０，１５７ ２２４，３０８ ９，３９８
電気機器 １．６２ ３２３，１０９ ５，２３４ ２９５，９７０ ４，７９５
輸送用機器 ０．４０ ５５，１０１ ２２０ ５２，０４３ ２０８
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どちらも，関西地域の輸出及び輸入金額が増加

することを示す結果となった。貿易収支につい

ても，この二つのシナリオのどちらの場合でも

貿易黒字が拡大するという結果となっている。

言い換えれば FTAの締結は，関西の輸出入を

盛んにしてかつ貿易黒字を増加させるという，

関西地域の経済にとってはプラスの効果が望め

る政策であることが予想される結果となった。

しかしながら，ASEAN＋３のケースと EATB

のケースを比較すると，輸出の増加額が同程度

であるのに対し，輸入の増加額が EATBの

ケースにおいて ASEAN＋３のケースの約３分

の１以下となり，結果として貿易収支の黒字の

増加分が前者の約２倍の金額となっている。

FTAのシナリオによっては，関西経済に与え

る影響の大きさが異なることを示唆する結果で

ある。

５．おわりに

本研究では，わが国が東アジアの国と FTA

を締結した場合，FTAにおけるわが国全体の

輸出入の変化と関西の輸出入の連動関係をもと

に，関西の輸出入の変化について商品別に予測

を行なった。輸送用機器の輸入を例外として，

関西の輸出入は全国の輸出入と連動して同方向

に変化するが，商品によっては全国レベルより

も大きく変化する商品や，変化率が小さい商品

があることが明らかとなった。関西の輸出入出

入の主要商品である一般機械，電気機器，化学

製品は ASEAN＋３の場合も，EATBの場合も

同様に輸出入ともに増加する結果であった。こ

の輸出入の変化を関西全体で見れば，FTAの

締結によって関西地域の輸出入をともに増加さ

せ，貿易収支の黒字も拡大させることから，FTA

の締結が関西地域の活性化につながることを予

想させる結果であった。

今後の検討課題としては，本稿は関西地域の

経済構造について直接分析することなく，関西

の輸出入に生じる効果を予測したことによる問

題点が挙げられる。その一つは，具体的にどの

ような経済構造によって日本全体の動きと関西

地域の動きが異なるのかといった輸出入の変動

の原因が全く分析されていないことである。こ

の問題に対応するためには，関西地域のマクロ

経済モデルの構築や一般均衡モデルの構築な

ど，関西経済の構造を分析した上で日本経済全

体との連動関係を解明する必要がある。もうひ

とつの問題点は，関西の輸出入の変化が関西経

済全体に対して，たとえば関西地域の生産や消

費などに，どのような影響を与えるのかといっ

た，最終的な効果についての分析の不足が指摘

できる。この様な分析についても，関西地域の

産業連関表やマクロ経済モデルを用いて，輸出

入の変化から生産や消費を含む経済全体への波

及効果を分析することによって明らかにするこ

表９ FTA締結時の関西の貿易収支
◇２００３―２００５年 （単位：百万円）

FTA 輸出の変化分 輸入の変化分 貿易収支の変化分

ASEAN＋３ ２９，４０７ ２０，２００ ９，２０７
EATB ２４，５２０ ６，７７０ １７，７４９

◇２００１―２００５年 （単位：百万円）

FTA 輸出の変化分 輸入の変化分 貿易収支の変化分

ASEAN＋３ ２７，１２７ １８，６０４ ８，５２３
EATB ２２，４６９ ６，２２５ １６，２４３
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とが必要となる。これらの分析については，更

なる関西経済の構造解明を必要としており，今

後の検討課題としたい。

（神戸大学大学院経済学研究科博士後期課程）

（大阪大学大学院経済学研究科教授）
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East Asia FTA and Kansai−Area’s Trade*

Sumie Sato†, Mototsugu Fukushige‡

This paper attempts to forecast the changes in the Kansai−Area’s import and export when the East

Asia Free Trade Agreements (FTA) is concluded among several countries in East and South−East

Asia. We simulate the changes in the Kansai−Area’s trade in the following manner. First, we survey

the simulation studies that forecast the changed in Japan’s national level trades by industries under the

FTA. Second, we estimate a link model between the Japan’s national level and Kansai−Area’s import

and export by commodities. Finally, we forecast the changes in the Kansai−Area’s import and export

by extrapolating the estimated link models with the changes in the national level import and export.

The result implies that the FTA promotes the Kansai−Area’s trade totally and expands the regional

trade surplus.
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